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名称（愛称） 独立行政法人都市再生機構（ＵＲ都市機構）

英 文 名 称 Urban Renaissance Agency

設 立 平成16 年７月（前身の日本住宅公団設立は昭和30 年７月）

資 本 金  1 兆757 億円（令和7 年3 月末時点）

CS（お客様満足）を第一に、新たな価値を創造します。

創意工夫し、積極果敢にChallenge（挑戦）します。

力を結集し、Speedy（迅速）に行動します。

企業理念
Corporate Philosophy

事業内容

基本情報

事務所所在地（令和7年4月1日時点）

▼詳しく知りたい方はこちら
企業情報
https://www.ur-net.go.jp/aboutus/index.html

URとは

URミッション�│UR Mission │
URスピリット│UR Spirit │

人が輝く都市をめざして、
美しく安全で快適なまちを
プロデュースします。

●  国際競争力と魅力を高める都市
の再生、地域経済の活性化とコ
ンパクトシティの実現を図る地
方都市等の再生、防災性向上に
よる安全・安心なまちづくり

●  国内での豊富な事業経験と、公
的機関としての公平・中立な立
場を活かし、国内・海外の政府
機関等とも連携した、日本企業
による都市開発事業の海外展開
支援

都市再生

●    阪神・淡路大震災以降に培って
きた復旧・復興の経験を活かし
た、東日本大震災や平成28 年
熊本地震、令和6 年能登半島地
震等、日本各地で発生した大規
模災害からの復旧・復興の推
進

●  国や関係機関との災害対応に
関する連携の強化と、これまで
培ってきた災害からの復旧や復
興の経験を活かした、地方公共
団体等への技術継承や啓発活
動の推進

災害対応支援

●  団地を含めた地域の医療・福祉施設等を充実
（地域医療福祉拠点化）させる他、人々の交流
を育む環境づくりによる豊かなコミュニティの
ある地域（ミクストコミュニティ）の実現

●  団地の役割・機能を多様化させ、地域に開か
れた団地へ再生し、地域の魅力を高めるとと
もに、人々のふれあいや緑を大切にした、安
全・安心・快適なまちづくりの推進

●   多様化する住まいのニーズに対応し、地域の
価値向上にも寄与する魅力ある賃貸住宅を供
給し、世帯属性に左右されず、幅広い世代や
多様な世帯が入居しやすい賃貸住宅の提供

賃貸住宅

About UR

ＵＲは、国土交通省が所管する法人として設立され、
「独立行政法人都市再生機構法」に基づき、業務を実施しています。

ＵＲの概要
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Ｕ
Ｒ
と
は

694,940
戸

首都圏

398 ,553戸

岩手県

1,197戸

宮城県

3,926戸

福島県

809戸

近畿圏

196,113戸

中部圏

47,791戸
その他�9,517戸

九州圏�42 ,966戸

設立

70年

従業員数

3,215人

賃貸住宅管理戸数  （令和６年度末時点）

拠点数

7か所

応急仮設住宅の建設戸数

10,369 戸

地方公共団体への人的支援

延べ7,270人

阪神・淡路大震災での取組

コーディネート及び事業地区数

災害対応支援

コーディネート及び事業中地区

301地区（令和 6 年度実績）

地方公共団体等に対する
研修・啓発活動

66回（令和６年度実績）

都市再生事業中の地区

86地区
（令和 6 年度末時点）

地方公共団体等と
ＵＲとの関係構築

71団体
（令和 6 年度末時点での累計）

海外展開支援

他国との協定・覚書の締結

16 件 （令和 6 年度末時点）

海外からの視察・研修等による受け入れ

42か国  1,125名 
（令和 6 年度実績）

地域医療福祉拠点化

264団地 
（令和 6 年度末時点での累計）

住戸の 
バリアフリー化率

65.4％ 
（令和 6 年度末時点）

住棟ベースの 
耐震化率

96.0％ 
（令和 6 年度末時点）

新規採用職員の女性比率�
（令和 6 年度入社）

女性の管理職比率
（令和 7 年 4 月１日時点）

障害者実雇用率
（令和 6 年６月１日時点）

〈全国における賃貸住宅の内訳〉

平成16年昭和30年

詳しくは→P3、12詳しくは→P59 -60

昭和30年7月に
日本住宅公団が
設立されました

694,940戸

東日本大震災での災害公営住宅整備

17自治体

5,932 戸

〈災害公営住宅における内訳〉
（ＵＲ調べ）

36.5%

9.8%

2.82%

都市再生事業

災害対応支援事業

賃貸住宅事業

数字で見るＵＲ
（令和7年４月1日時点）�

5,932
戸
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都市の国際競争力の強化と
地域経済の活性化

災害に強いまちづくりの推進
多様な世帯が生き生きと安心して
くらし続けられるコミュニティの創出

安全・安心・快適な住まいの整備 環境にやさしく
美しいまちなみの形成

政策へのフィードバック新たな社会課題の提起

更なる社会課題に
対応するための資本へ

事業活動（中期計画に基づく政策の実施・貢献）

アウトプット（事業を通じた価値創造）

アウトカム(社会的価値)

URミッション

価値創造を支える基盤
ガバナンス

広範な社会的支持
コンプライアンス

ダイバーシティ＆インクルージョン
DX

人が輝く都市へ

社会課題
世界の都市間競争の激化
人口減少・少子高齢化や
地域経済の縮小

災害の激甚化・頻発化 

政策
国際競争力強化

少子高齢化対策や地域経済の活性化
まちの防災性向上

（国土交通大臣が中期目標を策定）

安全で魅力ある
まちづくり

多様な世代が
安心してくらし
続けられる
住まいづくり

災害からの
復旧・復興支援

国や地方公共団体、
民間企業等との
連携・協働

都市の良好な自然環境の
保全に貢献してきた
団地の豊かな屋外環境

自
然
資
本

長期・低利の財政融資資金
サステナビリティファイナンス
ソーシャルファイナンス
安定した家賃収入

財
務
資
本

公的機関としての
公平・中立性、
国や地方公共団体等との
パートナーシップ

社
会
・
関
係
資
本

安全・安心で良好な
居住環境を備えた
約70万戸の賃貸住宅を
中心とする多様な資産

製
造
資
本

70年にわたり
政策課題を解決しながら
培ってきたノウハウや
専門的知見

知
的
資
本

事業・施策の企画から
実行までを担える多様で
専門性の高い人材

人
的
資
本

インプット（ＵＲの強み）

・有利子負債の削減による持続的な経営基盤の確立財務体質の強化

・建築物の環境性能の向上、再生可能エネルギーの導入
・既存樹木の保存・移植、屋上等建築物の緑化
・建設副産物のリサイクル、環境物品等の調達の推進

脱炭素・環境負荷
の低減

・東日本大震災をはじめとした被災地域の復興支援
・災害対応支援経験を活かした事前防災や復旧・復興に係る地方公共団体の支援

災害からの
復旧・復興支援

・団地を核とした地域の医療福祉拠点化の推進と交流を育む環境づくり
・地域の関係者と連携した住宅セーフティネットの充実
・団地と地域の価値や魅力を高める多様な機能の導入
・建替え、リノベーション、省エネ改修等による多様化するニーズに対応した賃貸住宅の供給

住まいづくり

・インフラ整備、街区の再編等による持続可能な都市機能の更新
・コンパクトシティ実現に向けたまちづくり計画の策定支援や地域の担い手育成
・密集市街地の整備改善、災害に強い拠点整備による都市の防災機能の強化
・海外の都市開発事業への我が国事業者の参入促進支援

まちづくり

【価値創造プロセスとは】 ＵＲミッション「人が輝く都市」を実現するためのプロセスであり、持続的に循環することにより社会への価値提供が増幅していくことを示すものです。

　ＵＲは、国の政策実施機関としてこれまで培ってきたノウハウ、専門性・人材面での強みを活かし、多様な主体との連
携により、まちづくり・くらしづくりを通して社会課題を解決し、「人が輝く都市」の実現を目指してまいります。

価値創造プロセス
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・有利子負債の削減による持続的な経営基盤の確立財務体質の強化

・建築物の環境性能の向上、再生可能エネルギーの導入
・既存樹木の保存・移植、屋上等建築物の緑化
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脱炭素・環境負荷
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・団地を核とした地域の医療福祉拠点化の推進と交流を育む環境づくり
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・インフラ整備、街区の再編等による持続可能な都市機能の更新
・コンパクトシティ実現に向けたまちづくり計画の策定支援や地域の担い手育成
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まちづくり

インプット⇒事業活動⇒アウトプット⇒アウトカムの４つのステップが「人が輝く都市」の実現につながっていることを表現しています。

Ｕ
Ｒ
と
は
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